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はじめに

本稿は、裁判所・検察庁等の司法関係機関およ
び弁護士・裁判官・検察官等の法曹関係者が所蔵
する刑事事件記録の保存をめぐる現代的課題を検
討することを目的とする。とりわけ、刑事裁判の
確定記録の保管・保存・閲覧等を定めた刑事確定

訴訟記録法1 )（以下「刑事記録法」という。）の
検討が当面の課題となる。
1999（平成11）年、内閣に司法制度改革審議会

が設置され、裁判制度の改革、国民への司法サー
ビスの向上、法曹養成制度の改革など多岐にわた
る議論がなされた2 )。その成果である『司法制度
改革意見書』 3 )には、国民的基盤の確立（国民の
司法参加）のための条件として、①分かりやすい
司法の実現、②司法教育の充実、および③司法に
関する情報公開の推進は掲げられている。同意見
書には「裁判所、検察庁、弁護士会における情報
公開・提供を推進すべきである。判例情報をプラ
イバシー等へ配慮しつつインターネット・ホーム
ページ等を活用して全面的に公開し提供すべきで
ある」 4 )と明記されている。
以下においては、まず、日本における司法資料

について概観する。つぎに、刑事記録法に焦点を
当て、訴訟記録の保存と公開に関する議論をとり
あげる。さらに、2020年に実現した法務省による
刑事参考記録一覧5 )の公表について概説した後、
これらを踏まえ、近年における公文書等の管理に
関する法律（以下「公文書管理法」という。) 6 )の
運用の展開を踏まえ、国立公文書館への刑事参考
記録の移管の意義について確認する。

1 ．司法資料の意義

司法資料とは、広義においては「国家の司法作
用において作成蒐集された記録の全体」 7 )と定義
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され、狭義の司法資料、すなわち、「法律・規則
等の特別の定めによって作成・保管される訴訟に
関する資料のうち適用除外されていないもの」と
区別される。刑事訴訟法53条の 2 において、『訴
訟に関する資料』は、情報公開法および公文書管
理法の対象にならない旨を規定する。訴訟に関す
る資料には、刑事被告事件に係る訴訟の記録のほ
か捜査中の刑事事件の捜査記録、不起訴記録が含
まれていると解され、①進行中の捜査に支障が生
じること、②不起訴記録については関係者の名
誉・プライバシーの観点から、原則不開示の運用
がなされている8 )。民事訴訟法92条は、「秘密保
護のための閲覧等の制限」を設け、 1項において
プライバシーに関すること、 2項において営業秘
密について規定するため、秘密記載部分の閲覧は
当事者に限られる。
司法作用において作成・収集された記録を国民
が閲覧できるようにするという制度は、日本国憲
法82条「裁判の公開」にその憲法上の根拠をもつ。
その目的は、裁判の公正の担保および裁判の国民
に対する理解を深めることあるとされる。また、
憲法24条の表現の自由から派生する国民の知る権
利もその根拠となっている9 )。しかし、現行法上、
全ての司法資料に対するアクセスが保障されてい
るわけではない。
訴訟記録の保存法制に弁護士の立場からさまざ
まに提言した竹澤哲夫は、保存法制の問題点とし
て、①史料保存理念の欠如、②保存機関が分散し
ていること、③公開と利用の観点の欠如をあげ
た10)。そして、制度上の理念として『刑事、民事
の諸事件はその次代の人の営みや世相風俗をうつ
し、諸々の社会の矛盾を反映し、国家と人民の関
係を鋭く投影する。訴訟記録には、判決という結
論に向けて砕いて樹になにが主張・立証されたか、
そのための当事者・関係者の叡智と努力の跡がし
るされている。〈中略〉刑事・民事の訴訟記録の
中には貴重な文化遺産として、判決そのものとと
もに後世にのこすに値し、のこさなければならな
いものが少なからず存在する』と述べた11)。
裁判記録の保管・保存と、すべての人に対して
閲覧を保障することは、裁判の公正を担保すると
ともに、国民の知る権利を保障することを究極目

的としていることを改めて確認し、司法資料の保
管と利活用に関する検討の出発点とする。
次章では、刑事記録法の運用について概説する。

2 ．刑事確定記録訴訟法

⑴ 刑事確定訴訟記録法の制定
第二次世界大戦後の1949（昭和24）年に制定さ

れた刑事訴訟法12)（以下、「刑訴法」という。）は、
同法53条 1 項において、「何人も、被告事件の終
結後、訴訟記録を閲覧することができる。但し、
訴訟記録の保存又は裁判所若しくは検察庁の事務
に支障のあるときは、この限りではない」と規定
した。何人にも記録の閲覧を認めたところが、戦
後の民主化と国民の知る権利の高揚を反映してい
たと言える。
ただし、刑事裁判の特性に配慮し、公判の開廷

前の訴訟に関する書類の公開を禁止し（同法47
条）、裁判の終結以前は、当事者以外の者は、原
則として、刑事司法資料にアクセスすることはで
きないとした13)。
なお、裁判員裁判制度の導入にともなう刑事訴

訟法の一部改正（「裁判員の参加する刑事裁判に
関する法律等の一部を改正する法律」)14)によって、
証拠開示に関する明文規定が新設されたが、ここ
でも、開示証拠の第三者への提供は制限されてい
る（同法281条の 4）。
制定直後の記録法53条 2 項には「訴訟記録の保

管及びその閲覧の手数料については別に法律で定
める」（現在の53条 4 項）との規定があったが、
法務省と検察庁、最高裁判所、日本弁護士連合会
弁護士会などとの調整が難航し15)、40年近くの間、
関連法の制定はされなかった。ようやく1978（昭
和62）年に刑事記録法が制定され、翌年から施行
された16)。
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⑵ 関連規定の整備
訴訟記録の保管・管理は、刑事記録法のみなら
ず、刑事確定訴訟記録法施行規則18)（以下、「規
則」という。）および記録事務規程19)（以下、「規
程」という。）によって運用されている。対象と
なるのは、刑事事件で裁判所に提出され訴訟記録、
確定記録である。刑事記録法では、再審保存記録、
刑事参考記録という枠組みを定めている。
刑事記録は、裁判の確定後、第一審裁判所に対
応する検察庁の検察官（「保管検察官」）により保
管される（刑事記録法 2 条 1 項）。再審のため保
存の必要がある記録については、保管検察官が保
存すべき期間を定め、期間経過後も保管すること
ができる（「再審保存記録」刑事訟記録法 3 条 1
項）。「刑事参考記録」は、同法 9条 1項に『法務
大臣は、保管記録又は再審保存記録について、刑
事法制及びその運用並びに犯罪に関する調査研究
の重要な参考資料であると思料するときは、その
保管期間又は保存期間の満了後、これを刑事参考
記録として保存するものとする。」と定める20)。

⑶ 運用に対する批判
上記図 1のような運用については、刑訴法53条
の定める「原則と例外」が逆転しており、市民の

閲覧の自由が著しく狭められているとの厳しい批
判がある21)。
すなわち、刑事記録法 4条 2項は、 1から 6号
まで閲覧制限事由を定めている。とりわけ、 3号
が「保管記録に係る被告事件が終結した後三年を
経過したとき」と定めていることから、 3年を経
過すると原則閲覧不可となってしまう。さらには、
例外として閲覧の可否を決定する際の判断基準が
不明確であり、保管検察官による恣意的な運用を
許すことになっている。
日本弁護士連合会は、刑事記録法については、

以下の 5項目について、法改正を求めている。
①「再審保存記録」「特別処分記録」「刑事参考

記録」の閲覧の請求権化（ 4 条関連）、②閲覧制
限事由を規定した記録法第 4条第 2項第 1号ない
し同第 3号の削除、③閲覧許可記録の謄写の請求
権化、④刑事判決原本及び刑事判決原本以外の刑
事確定訴訟記録の国立公文書館における永久保存、
⑤永久保存記録選定に際しての諮問の 5 点であ
る22)。
⑤については、「永久保存に際しては、法務大
臣が、日本近現代史や刑事政策・刑事法制、犯罪
現象などに関する専門的知識を有する研究者、ジ
ャーナリスト、弁護士などの有識者によって組織
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される諮問会議の意見を聴いた上で、「歴史公文
書等」の該当性を判断する基準を設け、これに従
って運用し、毎年、その運用状況を諮問会議に報
告して意見を聴き、その意見を付して公表する規
定を設けること」とする詳細な要求を掲げてい
る23)。

3 ．刑事参考記録一覧の公表

⑴ 刑事参考記録の指定
刑事参考記録は、刑事裁判の記録（保管記録又
は再審保存記録）について、刑事法制及びその運
用並びに犯罪に関する調査研究の重要な参考資料
にあるに、法で定める保管期間が満了した後も保
存するものをいう（刑事記録法第 9 条）。刑事参
考記録の指定は、記録を保管している検察庁の長
からの上申に基づいて、法務大臣が行う（規程18
条）。刑事参考記録として指定する記録には以下
のものがあげられている24)。

ア 死刑に処する裁判により終結した被告事件
イ 国政を揺るがせた犯罪に係る被告事件
ウ 犯罪史上顕著な犯罪に係る被告事件
エ 重要な判例となった裁判がなされた被告事
件など法令の解釈適用上特に参考となる被告
事件
オ 無罪の裁判により終結した被告事件のうち
重要なもの
カ 検察審査会による起訴をすべき旨の議決に
基づいて公訴が提起された被告事件
キ 全国的に社会の耳目を集めた犯罪に係る被
告事件であって特に重要なもの
ク その他当局において刑事参考記録として保
存する必要がある旨通知した被告事件

法務大臣は、学術研究のため必要があると認め
る場合、その他法務省令で定める場合には、申出
により刑事参考記録を閲覧させることができる
（刑事記録法 9条 2項）。
2019（令和元）年12月25日に、法務省は「刑事
参考記録」のリストをホームページに公開した。
リストには、罪名、確定年、刑名・刑期、事件名

等、保存庁が記載されている。現在、法務省から
一部公開された刑事参考記録の総件数は、2020
（令和 2）年12月31日付けで、854件にのぼる。最
も古い記録は1883（明治16）年に確定したもので
あって、2015（平成27）年に確定したものまで記
載されている25)。

⑵ 非公開であった刑事参考記録一覧
刑事参考記録は、上述のとおり、刑事記録法に

基づいて指定され保管されるものであるが、どの
事件が指定されていてどれくらいあるのかについ
ては、不明確であった26)。過去に刑事参考記録の
一覧情報を求めて情報公開請求が行われたが、一
覧について保管庁以外はすべて黒塗りとされ、指
定状況に関しても氏名、罪名、刑名刑期、確定年
月日、さらには記録の冊数まで黒塗りされていた
という事例がある27)。
情報公開・個人情報保護審査会は、不開示とし

たことは妥当であると判断したものの、注目すべ
き付言を残した。

『法 7条は、開示請求に係る行政文書に法 5
条各号に掲げる情報のいずれかが記録されて
いる場合であっても、当該文書を開示するこ
とが公益上特に必要があると認めるときは、
行政機関の長の裁量により、当該文書の開示
をすることができるとしている。本件対象文
書に掲載された事件には、著名なものも含ま
れる上、裁判の確定から100年を超えるほど
の長期間を経過した事件もあるところ、対象
となる情報が個人又は法人の権利利益の侵害
が問題となる場面であることから、法 7条の
適用に当たって、特に慎重な検討が必要であ
ることは明らかであるが、同条の趣旨に照ら
せば、これらも一律に裁量によっても開示す
ることができないとすることには、審査請求
人の指摘する刑事参考記録の社会共有財産的
な性格を考慮すると、にわかに納得し難いも
のが残る。そこで、諮問庁においては、その
裁量権の適切な行使による開示に向けて、ど
のような事件が刑事参考記録として保存され
ているかが分かる情報を明らかにすることの
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是非や、その具体的範囲、方法等を更に検討
していくことが期待される』（下線は筆者）。

⑶ リスト公表にいたる経緯
以下では、法務委員会における発言の要旨を紹
介する。

第195回国会衆議院法務委員会
（平成29年12月 1 日)28)

林政府参考人（法務省刑事局長）の答弁により、
以下の事実が明らかになった。
①刑事参考記録に指定されている(2017年時点)も
のは845件であること。
②刑事確定記録は、基本的に非常にプライバシー
を含んだ記録であるため、一定の保存期間が経
過するとそれを廃棄することを前提にしている
が、顕著な、非常に耳目を集めたような重大な
事件、あるいは国政を揺るがす犯罪に関する被
告事件などについては、これは歴史的な文書、
歴史上の文書としても非常に重要で保存が必要
である。
③刑事参考記録についても、プライバシーの観点
から記録自体が残っているとても、リストとし
てそれを掲げることについては弊害があり、具
体的な事件について、それが刑事参考記録にな
っているのかなっていないのかということにつ
いて回答することは困難である。

第196回国会衆議院法務委員会
（平成30年 3 月23日)29)

上川法務大臣より、刑事参考記録の公文書移管
について所見が答弁される。
「刑事裁判記録としての保管期間が経過し、か
つ刑事参考記録として保存する必要性がないと判
断されるもののうち、歴史資料として重要な公文
書等である歴史公文書等に該当すると判断される
ものについて、公文書等の管理に関する法律第四
章の規定により、国立公文書館等への移管等がな
されるものというふうに承知をしていること（軍
法会議、二・二六、五・一五事件の会議の記録に
ついて、平成28年10月に移管）」

第196回国会衆議院法務委員会
（平成30年 4 月 4 日)30)

2012（平成24）年から2016（平成28）年の 5年
間で、刑事参考記録の指定の解除が、15件あった
ことについて辻政府参考人（法務省刑事局長）の
答弁より、15件のうち 1件は特別処分とし、それ
以外の14件は廃棄された事実が明らかになった。

第196回国会衆議院法務委員会
（平成30年 4 月 6 日)31)

辻政府参考人（法務省刑事局長）は「刑事参考
記録の指定解除の仕組みは、平成25年に設けられ
たものだが、従前、時の経過等によっては参考記
録であっても保存の必要がなくなる場合が想定さ
れ、その趣旨を明確化したものである。平成25年
以前における刑事参考記録の指定解除および廃棄
という事実はないと考えるが、行政文書の保管期
限等の関係もあり、正確なところは判別が困難で
ある」と述べた。

第196回国会衆議院法務委員会
（平成30年 4 月18日)32)

上川法務大臣より「公文書管理・電子決裁推進
に関するプロジェクト・チーム」を立ち上げ、適
切かつ確実な公文書管理や電子決裁推進のための
方策のほか、刑事参考記録を含む刑事裁判記録の
保管のあり方等についても、具体的な検討を行い、
必要に応じて、順次、運用上の改善を図っていく
ことが答弁される33)。中村（最高裁判所長官代理
者）より「大津事件、大逆事件、虎ノ門事件と言
われている三つの事件の記録が最高裁判所に特別
に保存されており、閲覧の希望がある場合には個
別的にその可否を判断することや、公文書館への
移管については今後の検討課題であること」が答
弁された。

2018年（平成30）年 9月28日に、上川法務大臣
より閣議記者会見の場において刑事参考記録のリ
ストを公開する意向が示されることとなった34)。

⑷ 現在の動向について
2021（令和 3）年に上川法務大臣より閣議後記
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者会見の場において現状と展望について説明がな
された35)。
上川法務大臣は、公文書や行政全体に対する国
民の信頼を確保するために、公文書の在り方を見
直していくことが重要であるとして、①平成30年
4 月には、法務省に「公文書管理・電子決裁推進
に関するプロジェクトチーム」設置し、適正かつ
確実な公文書管理のための方策とともに、刑事参
考記録を含む刑事裁判記録の保管の在り方等につ
いて、令和元年11月以降保管中の全ての刑事裁判
記録の廃棄を留保しつつ検討を進め、明治期前半
の治罪法時代の刑事参考記録の国立公文書館への
移管を試行するなどの取組を実施、②新たに、刑
事参考記録に指定する事件の類型について、検察
審査会において起訴議決がされた事件を新たに追
加するなど、刑事参考記録として指定する事件の
範囲を拡大。③刑事参考記録として指定されるべ
き事件が漏れなく指定されるように、刑事参考記
録の指定に当たっての判断基準を具体的に設定。
④研究者や弁護士の方々など、外部の方から刑事
参考記録の指定の要望を受け付ける仕組みについ
て、改めてその周知を図る、⑤外部の方からの要
望の判断に当たって、有識者の御意見を聴く仕組
みを設ける、⑥検察庁職員に対し、刑事参考記録
の指定に関する研修を行うなどの取組の実施、⑦
刑事参考記録の適切な指定や保存等に関し、専門
的知見をもつ国立公文書館のアーキビストの協力
をあおぐ、ことが示された。

4 ．国立公文書館移管の意義

⑴ アーカイブズとしての刑事司法資料
2011年（平成23）年より施行されている公文書
管理法は、その制度趣旨について、次のように定
めている。

「この法律は、国及び独立行政法人等の諸活
動や歴史的事実の記録である公文書等が、健
全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的
資源として、主権者である国民が主体的に利
用し得るものであることにかんがみ、国民主
権の理念にのっとり、公文書等の管理に関す

る基本的事項を定めること等により、行政文
書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保
存及び利用等を図り、もって行政が適正かつ
効率的に運営されるようにするとともに、国
及び独立行政法人等の有するその諸活動を現
在及び将来の国民に説明する責務が全うされ
るようにすることを目的とする」（ 1条）。

公文書管理法の制度的意義は、公文書の作成か
ら廃棄ないし永久保存までの流れを一貫したシス
テムのもとに置き、保存公文書のアーカイブズへ
の移管を義務付けることにある。東京大学総合博
物館のサイトによれば、「アーカイブズとは、組
織または個人がその活動に伴って生み出す記録の
うち、重要なものを将来のために保存する施設で
あり、同時に資料そのもの」36)と定義されている。
アーカイブズは、組織にとっては「自分たちはか
つて何を、どういう方法で実施したか」という先
例や歴史を参照することができるという利益があ
る。「さらに公的機関であれば社会に対して施策
の記録を保存し公開する責務がある」37)と言える。
後代の人たちは、アーカイブズに保存された資料
を見れば、それを生み出した組織やその活動がわ
かる。ベスト・プラクティスを参照することもあ
れば、過ちを二度と繰り返さないための「反面教
師」を見ることもできるであろう。
司法資料も、その例外ではない。司法機関は、

刑事判決原本や刑事確定訴訟記録はもとより、裁
判所・検察庁・法務省等の司法行政文書を保存し、
アーカイブを創る責務を負っているといえよう。

⑵ 難航する公文書館移管
民事判決原本については、関係者の努力もあっ

て、公文書館への移管に成功した38)。しかし、刑
事記録については難航している。
2018（平成30）年 9 月の「第11回 公文書館の

あり方に関する有識者会議」において、法務省刑
事局参事官（山元裕史）は、国立公文書館への移
管について、次のように述べている39)。
裁判書については、「刑事確定訴訟記録法の適

用がない明治14年までの裁判書については、2004
年に国立公文書館へ移管された。それ以降の裁判
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書にいては、死刑、懲役または禁固に処する確定
裁判の裁判書について、歴史的・文化的資料とし
て別途保存する必要性の有無等を検討するため、
保管期間を超えても、当分の間保存している。将
来的には、公文書館に移管することを現在検討し
ている（（註）39議事録 9頁）。」
これに対して、裁判書以外の記録については、

「閲覧に際しての判断や一般の閲覧に供されると
いうことによって、捜査・公判あるいは個人のプ
ライバシー等に関する種々の判断を求められるこ
とになる、あるいは弊害を生じるおそれがあると
いうことから、裁判書以外の記録については、公
文書館移管には問題があると考えている。なお、
刑事参考記録等については、引き続き保管する
（同10頁）。」
刑事訴訟記録のデジタルアーカイブズ化につい
ては、「事件関係者の名誉」や「犯罪の手段等」
にかかわることであり、公開の手続についても厳
格に法定されていることから、「一般に広く公開
することを予定しているデジタルアーカイブズ化
は、行っていない（同10頁）。」と述べた。

⑶ 国立公文書館に移管されるための根拠
刑訴法53条の 2の 3項は、訴訟に関する書類に
ついては公文書管理法の第二章にある規定を適用
しないこと規定するが、公文書館法14条は、「国
の機関（行政機関を除く。以下この条において同
じ。）は、内閣総理大臣と協議して定めるところ
により、当該国の機関が保有する歴史公文書等の
適切な保存のために必要な措置を講ずるものとす
る」、「内閣総理大臣は、前項の協議による定めに
基づき、歴史公文書等について、国立公文書館に
おいて保存する必要があると認める場合には、当
該歴史公文書等を保有する国の機関との合意によ
り、その移管を受けることができる」（同条 2
項)40)旨、規定する。これを基に、2014（平成26）
年 8 月、内閣総理大臣と法務大臣は、「歴史公文
書等の適切な保存のために必要な措置について」
の申合せ41)をおこない、実施された42)。
法務省が保有する刑事事件に係る判決書等の訴
訟に関する書類のうち、歴史資料として重要な公
文書その他の文書にあたるものは「歴史公文書等

の適切な保存のために必要な措置」として、①廃
棄措置の停止、②内閣総理大臣が独立行政法人国
立公文書館の意見を聴いて策定する移管計画に基
づいた移管がされた。あわせて法務省から移管さ
れた特定歴史公文書等の利用の制限についても申
し合わせがなされている43)。公文書管理法第16条
第 1項第 3号に規定する利用の制限は、所定の情
報が記載されている場合に行われ44)、当該利用の
制限に関する事項については、他の行政機関から
移管された特定歴史公文書等の利用の制限に関す
る公文書管理法の規定の例が準用される。

⑷ 文書のライフサイクルの視点から
近年、ライフサイクル論の考え方に基づく統合

的文書管理システムが一般化している。文書の一
生を作成から廃棄ないしは永久保存までの流れと
して捉え、「現用」段階、「半現用」段階、「非現
用」段階の 3段階に分けて保管機関を振り分ける。
①現用文書は現場の担当部署、②半現用文書はレ
コードセンターと呼ばれる中間的集中保管庫、③
非現用文書はアーカイブズでそれぞれ管理すると
いう考え方である45)。
このような観点から見れば、刑事確定訴訟記録

は、研究者にとっては、「非現用」期段階にある
「歴史公文書」である。しかしながら、実務家か
ら見れば、検察官は刑の執行あるいは前科前歴に
関連する「現用」記録であると言うであろう。当
事者や弁護士は、再審請求のための無罪等を証明
する新たな証拠だということになる。刑事参考記
録の移管問題は、現用・非現用問題に決着をつけ
る「ルビコーン」になるかもしれない46)。
他方で、米国ディビッド・ベアマンは、「現代

社会におけるアーカイブズ活動の目的は、第一に、
記録を組織活動の証拠 evidence として保存公開
し、それによって人権の擁護や歴史事実の検証を
保障することであり、第二に、組織体が自らの記
録を情報公開することによってアカウンタビリテ
ィ accountability を果たし、市民の知る権利と自
由を保障することである。」と述べている47)。刑
事記録の閲覧と利活用はどのようなものが考えら
れるだろうか。ひとつには、再犯防止推進のため
の研究のための総合的・多面的研究である48)。
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アーカイブズ化に際しては、刑事司法に関する研
究者や実務家の視点からだけでなく、広く歴史学
者、社会学者、心理学者、犯罪学者、法学者など
幅広い観点からアーカイブ資料の意義を検討すべ
きであろう。

むすびに代えて

刑事参考記録の移管を契機に、いま一度、司法
資料の公開と利用について再考する必要がある。
日本における司法資料の取扱いは、法律実務家
の利便性をもとに運用されており、司法制度改革
において示された国民的基盤をもとにした司法へ
の参加が制限されている状況である。訴訟記録は
公共財であり、どこでも、だれもが情報にアクセ
スできる（ユビキタス・アクセス）ことが求めら
れる。記録からアーカイブへと舵をきり、すべて
の市民の知る権利の保障を目指すべきである。広
く国民の利活用に資する制度運用を目指さなけれ
ばならない。
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2 ）司法制度改革審議会 https://www.kantei.go.jp/jp/
sihouseido/index.html（本稿のインターネットリソー
スは、すべて、2021年 3 月15日最終閲覧）
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